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特別報告

東アジア経済の趨勢と展望

本報告の趣旨
この春季特別号｢東アジア経済の趨勢と展望｣は、東アジアの主要11ヵ国・地域経済に関する趨勢と展望について、当研究員が分析した結果を毎年春季に公表するものである。当センターは、和文広報誌『東アジアへの視点』を他に年3回、計4回発行し、また英文機関紙 East Asian Economic Perspectives (EAEPと略す)を年2回発行している。

本報告が対象とする11ヵ国・地域とは、日本・中国・香港（香港特別行政区）・韓国・台湾・インドネシア・マレーシア・フィリピン・シンガポール・タイ・ベトナムである。本号は、11ヵ国・地域の経済に関する基本情報を簡明かつ利用しやすい形で提供することを目的としている。過去20年の長期間に生じた趨勢を検討しつつ、近年の主要な傾向および今後数年間の予測について詳細に説明している。また、日本とその他のアジア諸国との経済関係、とりわけ北九州市の経済とアジアとの関係に注目して分析したことが特徴である。

本報告は、国際東アジア研究センター全研究員の協同成果である。総合編集者は、エリック　D. ラムステッターであり、自ら第1章、第11章、第12章を執筆した。その他の章の執筆者は、亀山嘉大（第2章）、坂本博（第3章）、戴二彪（第4章）、オレクサンダー・モヴシュク（第5章）、利博友（第6章）、瀧井貞行（第7章）、伊藤恵子（第8章）、岸本千佳司（第9章）、梅本克（第10章）である。また、この日本語版と同時に発行される英語版（EAEP）との調整は、執筆者全員が協力し、瀧井貞行が全付表を修訂して、梅本克が本号の全文を校正・編集した。

本報告における見解や予測は全て執筆者・編集者個人に属し、当センターの公式見解を示すものではない。本報告に対するどのような疑問や論評でも歓迎する。総合編集者のラムステッター宛に郵便・ファックス・Emailのいずれかでご連絡頂きたい。本誌裏表紙掲載の連絡先、もしくは上記のEmailアドレス宛にお送り願いたい。なお、本報告の電子版は当センターのウェブ・サイト（http://www.icsead.or.jp/）より利用可能である。
                                    財団法人 国際東アジア研究センター

                                    所長     山下　彰一
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